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○都道府県及び廃棄物処理法で定める政令市（以下、自治体）並びに廃プラスチック類の産業廃棄物処分業
（中間処理・最終処分）の許可を有している優良認定業者（以下、処分業者）を対象にアンケートを実施。

○実施時期：令和４年12月（令和４年11月末時点の状況について回答依頼）

○平成29年末以降の外国政府による使用済み廃プラスチックの輸入禁止措置、令和２年からの新型コロナウイ
ルス感染拡大及び令和３年１月に発効したバーゼル条約附属書改正等による、国内の廃プラスチック類処理
への影響を把握するため、都道府県等及び廃棄物処分業者に対し、アンケート調査を行った。

１．調査の概要

背景と目的

処分業者向け自治体向け

790者129
（都道府県 47、 政令市 82）

アンケート対象数

267者 (33.8％)
【423事業所】

129（100.0％）
（都道府県 47、 政令市 82）

回収数 (回収率)
2

今回の調査方法

○平成30年８月から令和３年11月までに、計６回にわたり実施。
○産業廃棄物に係る廃プラスチック類処分施設の処理量、稼働率及び稼働率は、新型コロナウイルス感染拡大
の影響によって大きく低下していたが、その後上昇し、輸入禁止措置直前（平成29年末）の水準に戻ってい
たことが確認された。

これまでの調査



２．自治体アンケート結果①

○諸外国による廃プラスチック類の輸入規制に起因する可能性のある廃プラスチック類の不法投棄事案（投棄
量10t以上）は、確認されなかった。

○産業廃棄物処理業者等の廃プラスチック類の保管基準違反（保管上限の超過）は、13件（8自治体）
確認された。
これらの事案については、当該自治体において、指導等により改善済み又は指導等対応中。

不法投棄及び保管基準違反（保管上限の超過）の状況
調査対象時期：令和３年10月末（前回調査時点）～ 令和４年11月末（今回調査時点）
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発覚契機廃棄物種類件数

――なし不法投棄
（10t以上/件）

立入検査、通報等
廃プラスチック類（農業用廃
マルチシート、発泡スチロール

等）
13

（８自治体）
保管基準違反
（保管上限の超過）

不法投棄・保管基準違反の概要



２．自治体アンケート結果②

○令和元年５月20日付け廃プラスチック類通知※を踏まえ、 １自治体が廃プラスチック類に関して事前協議
等による域外からの搬入規制等の緩和等を実施していた。
※ 環境省 廃棄物適正処理推進課長、廃棄物規制課長 通知「廃プラスチック類等に係る処理の円滑化等について」（以下、同じ。）

○搬入規制等の緩和を実施した自治体では、要綱・手引等の改正を行った。
○搬入規制等の緩和等の内容は、 「申請書類の一部省略」であった。

搬入規制等の緩和等の状況
調査対象時期：令和３年10月末（前回調査時点）～ 令和４年11月末（今回調査時点）
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廃プラスチック類の搬入規制等の緩和等の実施状況



２．自治体アンケート結果③

○令和元年５月20日付け廃プラスチック類通知を踏まえ、８自治体が、廃プラスチック類に係る不法投棄の監
視強化を実施していた。

○監視強化の内容は、「監視カメラの設置」、「パトロール強化（ドローン等の導入）」及び「啓発活動」等であっ
た。

不法投棄の監視強化の状況
調査対象時期：令和３年10月末（前回調査時点）～ 令和４年11月末（今回調査時点）
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○令和元年５月20日付け廃プラスチック類通知を受けて、廃プラスチック類の処理を一般廃棄物処理施設で受
け入れた自治体はなかった。

一般廃棄物処理施設による処理受入の状況
調査対象時期：令和３年10月（前回調査時点）～ 令和４年11月末（今回調査時点）

○令和元年９月の省令改正により、優良産廃処理業者の廃プラスチック類の保管上限が14日間から28日間
に引き上げられたことを受けたことによる保管上限の引上げに伴う届出はなかった。

省令改正による保管上限引上げの状況
調査対象時期：令和３年10月（前回調査時点）～ 令和４年11月末（今回調査時点）



３．処分業者アンケート結果①

○中間処理施設における、輸入禁止措置直前（平成29年末）と比較した処理量の増減を集計したところ、
「今回調査時点(令和４年11月)」では、（（）内は前回調査時（令和３年）の値）
増加した施設の割合 46.1% （前回：38.8％）
減少した施設の割合 42.0% （前回：46.7％）であった。

○「今回調査時点(令和４年11月)」では、前回調査時と比較して増加した施設が増え、減少した施設が減った
ことで、減少した施設の割合より増加した施設の割合の方が優勢になっている。
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廃プラスチック類の中間処理施設の処理量比の状況
算出方法：(今回調査時点の処理実績)/(平成29年末の処理実績)×100

今回調査時点
（令和４年11月末時点）

（ｎ=350）

0～50％未満 50～100％未満 100％ 100％超～150％未満 150％～200％未満 200％以上

8.9%

37.8%

14.4%

21.6%

7.9%

9.3%

参考：前回調査時点
（令和3年10月末時点）

46.1％ 42.0％



３．処分業者アンケート結果②

○中国輸入禁止直前（平成29年末）における、稼働率が80％以上の中間処理施設の割合は、10.6%、今
回調査時点における割合は、10.1% であり、稼働率はほぼ同等であることが確認された。

廃プラスチックの中間処理施設の稼働率の状況
算出方法：（今回調査時点の処理実績）/（処理能力）×100
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中国輸入禁止直前
（平成29年末）

今回調査時点
（令和４年11月末時点）

（ｎ=390） （ｎ=407）

20％未満 20～40％未満 40～60％未満 60～80％未満 80％以上



３．処分業者アンケート結果③

○中国輸入禁止直前（平成29年末）における、保管率が80％以上の中間処理施設の割合は、8.7%、今回
調査時点における割合は、6.9%であり、保管率が80％以上の中間処理施設の割合は低下していることが確
認された。

中間処理施設における廃プラスチックの保管率の状況
算出方法：（今回調査時点の処理実績）/（保管容量）
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中国輸入禁止直前
（平成29年末）

今回調査時点
（令和４年11月末時点）

20％未満 20～40％未満 40～60％未満 60～80％未満 80％以上

（ｎ=355） （ｎ=421）



３．処分業者アンケート結果④

○輸入禁止措置直前（平成29年末）に比べて、処理料金が増加した（処理料金の比が100％超）と回答
した事業所は、中間処理業の69.8％、最終処分業の56.3％であった。

処理料金の変化の状況
調査対象時期：平成29年末（輸入禁止措置）時点と令和４年11月末（今回調査時点）
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処理料金比
最終処分中間処理

（ｎ=350）

50％未満

（ｎ=16）

50～100％未満 100％
100～150％未満 200％以上



３．処分業者アンケート結果⑤

○バーゼル条約附属書改正等(令和3年1月1日施行)により、受け入れる廃プラスチック類の受入量や性状等に
影響があったと回答とした処分業者の割合は21.9%であった。

○影響があった場合における、影響の内容としては、「処理相談の増加」、「処理実績の増加」、「汚れ・異物混
入ありの受入の増加」、「汚れ・異物の混入による受入拒否の増加」の順に多く、その他としては「最終処分先
への搬入が制限された」、「搬出先（リサイクル・埋立等）の受入制限の規制の増加」等があった。

バーゼル条約附属書改正等(令和3年1月1日施行)による影響等
調査対象時期：令和３年１月（施行）～令和４年11月末（今回調査時点）
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影響有無 影響内容
（ｎ=265）

※複数回答あり



４．調査結果の総括と今後の対応

【今後の対応】
○ バーゼル条約附属書改正等を受けた廃プラスチック輸出入の動向や、新型コロナウイルス感染拡大の状況
等も踏まえながら、今後も必要に応じて、廃プラスチック類の処理のひっ迫状況や不法投棄等に関する実態
把握及び自治体等への情報共有を進めていく。

○ 加えて、以下の対策を引き続き進めていく。
① 令和元年５月31日付け「プラスチック資源循環戦略」に基づき、プラスチックの資源循環施策を展開。
② 令和元年５月20日付け廃プラスチック類通知の内容について、自治体に再周知。
③ 令和元年９月の省令改正により創設した、優良認定処分業者の保管量の上限引上げ(処理能力×14

日分→28日分)制度も活用しつつ、優良認定業者による処理を推進。
④ 高度リサイクル設備の導入を支援し、国内の資源循環体制を促進。
⑤ 令和４年４月１日に施行した「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」に基づき、包括的

にプラスチックの資源循環体制を強化。
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【今回の調査結果の総括】
○新型コロナウイルス感染拡大の影響によって、大きく低下していた産業廃棄物に係る廃プラスチック類の処理
量、処分施設の稼働率及び保管率は、輸入禁止措置直前（平成29年末）の水準に戻っていたことが確
認された。

○また、一部地域においては、保管上限超過等の基準違反が確認されており、廃プラスチック類の適正処理に
支障が生じないよう、あるいは廃プラスチック類の不適正処理事案が発生しないよう、廃プラスチック類処分施
設の処理量、稼働率、保管率の変化状況について、今後も定期的に把握していく必要がある。


